
１　職員の任免に関する状況
　１　職員の任免状況 （ 単　位 ： 人 ）

（注）平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの人数

　２　採用試験の実施状況　（平成２２年４月１日採用者試験状況）
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西予市の人事行政の運営等の状況について
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　地方公務員法第５８条の２及び西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、

西予市人事行政の運営等の状況の概要について公表します。

　なお、ご不明な点やご質問等がありましたら、次までお問い合わせください。

　　　◆西予市総務企画部総務課　（℡　0894（62）6400）
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２　職員の給与及び職員数の状況
　１　総括

　（１）人件費の状況（普通会計予算）

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成22年４月１日現在の人数である。

　（３）特記事項

　（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す

　指数である。

 　　 ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単独平均したもの

　である。

千円

2,076,511

千円　　　　　千円

4,935

一人当たり給与費

千円

5,745

（参考）類似団体平均

千円

284,424

実 質 収 支 （参考）

21年度の人件費率

歳 出 額

給与費

738,384

一人当たり

　　　　　　　　　　　％

17.0

人　

4,742,398

　　　　　　Ａ 給与費 B/A　　計　　Ｂ

千円

3,099,319

人

職員数

628

期末・勤勉手当

15.8

　　　　　　千円

人 件 費

　　　　　千円

30,019,162

　　　　　千円

人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

住民基本台帳人口

22年度
42,937

区　分

区　分

（注）

704,688

　　　　　　Ａ（平成22年度末）

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

給　 料 職員手当

22年度

(H18)
97.4

(H18)
95.0

(H18)
89.6

(H23)
91.6

(H23)
96.4

(H23)
98.8

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

西予市 類似団体平均 全国市平均
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　（５）給与改定の状況

①月例給

　　　

②特別給

　　　

　２　一般行政職給料表の状況（平成23年４月１日現在）

（単位：円）

（ 注） 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

　３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

６級

B

給与改定率

月

％ ％

－

国の改定率

53.8

367,774

７級

―

0.91

0.93

1.34

404,732

―

―

―

42.2

―

―

―

251,200

209,700

―

―

―

用務員

―

253,273

253,436

232,510

277,523

― ―

―

234,766

281,550

388,163

11
364,058

調理士

309,198

268,277

228,621

335,585 322,040

264,748

平均年齢 平均給料月額

うち用務員

343,723

（Ｂ）

５級

223,858 263,026 290,443

― ―
290,600

対応する民
間の類似職

種

廃棄物処理業従業員

―

44.6

平均年齢

愛媛県
283,862

48.3
321,662

261,797

397,723

4

類似団体 325,607

49.9

52.8

うち清掃職員

うち学校給食員

31西予市

43.1

9

区　　分

公　　務　　員

平均年齢 職員数
平均給与月額

（Ａ）
平均給料月額

250,023

247,671

42.2

民　　間

344,889 336,397

393,860

42.3

454,547

384,184

299,092

平均給与月額

―

３級

358,133 392,179

平均給与月額

321,978

平均給与月額

426,927 461,074

Ａ/Ｂ

参考
平均給与月額

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平
均給与月額である。

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

（国ベース）

351,717

人事委員会の勧告

区分

A （改定率）

勧　告民間給与 公務員給与

月

－

（国ベース）

４級

公務員の

較差

（参考）

A-B

月

－

月

－

国　の　年　間

A-B

3.95

割合　　　A

年間支給月数

（参考）

月 月

△0.23

円

人事委員会の勧告

民間の支給

支　給　月　数

較差

支給月数　B （改定月数）

勧　告

－（　　　－　　％）

％円

244,747

区分

円
23年度

－ －

23年度
－ －

西予市

１級 ２級

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

136,183 186,598

区　　分

310,730

愛媛県 45.0 359,447

327,205国

51.7

50.6

49.5

49.0

333

3,689

27類似団体

国
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円 円

円 円

円 円

　（２）職員の初任給の状況（平成23年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成23年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

286,667

Ⅱ種

181,200

172,200

Ⅰ種

　　　　　　　―

239,625

　　　　　　　―　　　　　　　―

Ⅲ種 140,100

290,141

　　　　　　　―

経験年数２０年

－

－

310,404

3,385,100

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす

うち用務員 1.52

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

4,474,800

年収ベース（試算値）の比較

公務員

（Ｃ）

円

区　　　　分

区　　　　　分

　　　　　　　―

2,943,200

―

140,702

172,940

（注）１　「平均給料月額」とは、平成23年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

―

円

1.04

参　　考

Ｃ/Ｄ
民間

愛　媛　県

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員にお
いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値であ
る。

1.11

うち清掃職員

うち学校給食員

（Ｄ）

―

4,180,076

3,767,192

一般行政職

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒
技能労務職

技能労務職
　　　　　　　―

－

中　学　卒

一般行政職

高　校　卒

経験年数１５年

137,789

大　学　卒

140,702

－

172,940

経験年数１０年

122,122

国

4,035,300

西予市

　　　　べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成20～22年の３ヶ年
平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して
いるものではない。

大　学　卒 237,737

201,630

西　予　市

区　　分
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　４　一般行政職の級別職員数等の状況

　（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成23年４月１日現在）

（注）１　西予市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成18年度に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

　（２）昇給への勤務成績の反映状況

　

17.4

人

1

人

9

74

勤務成績の評定は未実施（懲戒処分者等を除く）

公平、公正な人事評価制度の確立に向け検討をしている。
平成21年度人事評価制度の研修実施
平成22年度人事評価一次試行
平成23年度人事評価二次試行
平成24年度人事評価導入

81

人

主事、主事補１　級

40

人

人

19.0

人 ％

部長６　級

66

４　級

155
３　級 係長、専門員

主査

５　級 課長

部長（総括部長）
0.2

％

２　級

職員数区　　分

７　級

％

％

2.1

％

9.4

％

36.4

構成比

％

15.5

標準的な職務内容

人

課長補佐

１級
15.5%

１級
16.8%

１級
18.4%

２級
19.0%

２級
18.3%

２級
19.7%

３級
36.4%

３級
35.6%

３級
32.2%

４級
17.4%

４級
16.5%

４級
17.4%

５級
9.4%

５級
10.3%

５級
10.1%

６級2.1% ６級2.0% ６級2.0%

７級0.2% ７級0.2% ７級0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ２年前の構成比
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　５　職員の手当の状況

　（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・ 役職加算 5 ～ 20 ％ ・ 役職加算 5 ～ 20 ％ ・ 役職加算 5 ～ 20 ％

・ 管理職加算20 ～ 25 ％ ・ 管理職加算10 ～ 25 ％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

　（２）退職手当（平成23年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置定年前早期退職特例措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　） （2％～20％加算）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

　（３）地域手当

（平成23年４月１日現在）

％ 人 ％

手当なし

－

定年前早期退職特例措置（5%～50%）

1.352.60 1.35

国

―

1,245

2.60 1.35

59.28

1.45 0.65

－

職制上の段階、職務の級等による加算措置

－

支給対象地域

－ －

支給対象職員数

１人当たり平均支給額（平成22年度）

西　　　　　予　　　　　市 愛　　　　　媛　　　　　県

１人当たり平均支給額（平成22年度）

1,566

41.34

59.28

59.28

47.50

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

1.45

現在、一律支給

公平、公正な人事評価制度の確立に向け検討をしている。
平成21年度人事評価制度の研修実施
平成22年度人事評価一次試行
平成23年度人事評価二次試行
平成24年度人事評価導入

0.65

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45 0.65

国西　　　　　予　　　　　市

2.60

30.55

22,039

23.50

33.50

支給率

47.50

59.28

4,640

41.34

国の制度（支給率）

30.55

33.50

23.50

１人当たり平均支給額

59.28

59.28

6



　（４）特殊勤務手当（平成23年４月１日現在）

千円

　円

　％

円

円

円

　（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　（６）その他の手当（平成23年４月１日現在）

　配偶者 円

　配偶者以外 円

円

　　・特定扶養加算 円

（16歳～22歳）

　借家居住者　支給限度額 円

　持家居住者 円

　（新築購入から５年）

13,000

月額 8,000

月額 5,000

生活保護業務員手当

1月につき当該医師の給料
月額の100分の70を超えな
い範囲内において、市長
が定める額

月額100万円を超えない範
囲内において、市長が定
める額

福祉事務所に勤務する生活保護の現業を行う社会福祉主事及
び査察指導員の現業職員

診療所に勤務する医師

11,000

支給実績（22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

扶養手当

手　当　名

5,000

90,668

平均支給年額
国の制度との
異同及び異な

る内容

213,336 円

（22年度決算）

千円

１回

30.0

7

処理場勤務手当 東部・西部衛生センター及びクリーンセンターに勤務する職員

入所者の処遇に直接従事する者

入所者の処遇に直接従事する者

入所者の遺体処理に直接従事する者

野犬及び畜犬の捕獲業務に従事及び並びに動物（犬・猫・狸・
狐）の死体を処理した職員

野犬捕獲及び動物死
体処理危険手当

支給実績（22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 482,615

１日につき1,200円

円日額 1,000

2,000

院長の職にある者
医長の職にある者
医員の職にある者

感染症疫病作業等に
従事する職員の特殊
勤務手当

　　・配偶者のない職員の
　　　扶養親族のうち１人

診療所に勤務する医
師の特殊勤務手当

診療所に勤務する医
師の研究手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類（手当数）

支給実績

27,000

180

51,143

172

支給職員１人当たり

同

内容及び支給単価

（22年度決算）

6,500

養護老人ホームに勤
務する職員の特殊勤
務手当

手当の名称
左記職員に対する

支給単価

感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の診療、看護、救
護又は感染症菌附着した物件若しくは附着の危険がある物件の
処理作業に従事した職員

主な支給対象職員

50,164

月額 6,000

4,000

円

円千円 145,600

支給実績（21年度決算）

異
持家居住者

支給なし
28,683

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

57,914

住居手当 2,500

円月額
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　交通機関利用者

　　　支給限度額（月額） 円

　交通用具利用者（自転車、バイク等利用者）

　　通勤距離（片道）により支給

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

円

　管理又は監督の地位にある職員に支給

　　部長（総括） 円

　　部長、支所長 円

　　課長（6級） 円

　　課長（本庁） 円

　　課長 円

　　主幹 円

　　課長補佐 円

　６　特別職の報酬等の状況（平成23年４月１日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

        勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

230,000

円／

円／

円／

円／

円／

円／

249,000

15Km以上

259,000

59,918千円

6,500

任期満了時

任期満了時

－

19,169,856

－

2Km以上

5Km以上

10Km以上

35Km未満

38,94620Km未満

区 分

868,200

給 料 月 額 等

940,000市区町村長

（参考）類似団体における最高／最低額

副市町村長 750,000673,200

5Km未満

4,100

15Km未満

2.95

2.95

8,900

8,724,672

期
末
手
当

収 入 役

議 長

退
職
手
当

副市町村長

副 議 長

議 員

市区町村長

収 入 役 －

給料月額×在職月数×100分の27

備　　　　考

200,000

180,000議 員 450,000

433,600

353,100

議 長

323,100

25Km以上

40Km以上

報

酬

副 議 長

収 入 役

給

料

管理職手当

474,000

545,000

　　支給単位期間（最長６か月間）の通
　　勤に要する運賃等の額により支給

副市町村長

市区町村長 　　（22年度支給割合）

給料月額×在職月数×100分の46

－

20Km以上

同

25Km未満 11,300

30Km未満 13,700

10Km未満

16,100

2,000

55,000

35Km以上

30Km以上

18,500

55Km以上 60Km未満 23,600

45Km以上 50Km未満 21,800

　　（22年度支給割合）

通勤手当

60Km以上 24,500

50Km以上 55Km未満 22,700

40Km未満

45Km未満 20,900

51,700

同 64,363

41,100

47,600

45,000

33,300

28,200

54,100

円

千円 338,754 円
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　７　職員数の状況

　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　（２）年齢別職員構成の状況（平成23年４月１日現在）

　

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

64

198

0

1

地域施策担当スタッフ充実

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　

5

63

0

▲ 469

対前年
増減数

6

▲ 2

▲ 9 組織・機構改革に伴う減員

294

0

1

職 員 数

193

612

▲ 15

[    １，０９０  ］

0

906

[    １，０９０  ］ [           ］

890 ▲ 16

病　院

交　通

19

12

65

合　　計

31 31

20

12

294

税　務 0

5

107

207.28

事務の統廃合縮小

＜参考＞

▲ 1

▲ 8 組織・機構改革に伴う減員

1

下水道

小　計

消防部門

その他

水　道

衛　生

　　　　　　　　区　　分
　　部　　門

小　計

農林水産

民　生

議　会

一
般
行
政
部
門

総　務

土　木普
通
会
計
部
門

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

教育部門

計

平成22年 平成23年

124

53

122

▲ 3 組織・機構改革に伴う減員

46

4

52

16

103

労　働

17

0

▲ 1

欠員補充
（類似団体の人口１万人当たり職員数 94.86

愛媛県への職員派遣に伴う増員

▲ 16596

商　工

1 1 0

54

育休取得者の職務復帰による減員

欠員補充

114 105

4548

主 な 増 減 理 由

事務の統廃合縮小

＜参考＞

72.43

95.49

（類似団体の人口１万人当たり職員数

425 410

事務の統廃合縮小

＜参考＞

138.81

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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　（３）職員数の推移

（単位：人・％）

%

%

%

%

%

%

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

消　防

126

総合計

２１年２０年１９年１８年

670 654 636
343

629

63

教　育

906

122

64

124

63

612 596

890

294 294

２２年 ２３年

425 410

公営企業等会計計

　　　　　　　　年　　度
部　門　別

区　分

未満

～

20歳

人

普通会計計

一般行政

336

58 60 62

350

人

40歳28歳

31歳

人 人 人

122

24歳

10384

人

43歳

1,020 997

129 127

928

483 467

～

972

448

27歳

299

47歳

人

39歳 55歳

32歳

～ ～

36歳

人
職員数

1182

人 人

20 54 91

23歳

～

44歳

～

35歳

20歳

～～

85

～

444

59歳

48歳 52歳

計

▲ 11.0▲ 74

▲ 7

6

▲ 16.0

▲ 12.7

人人 人

10.3

▲ 5.4

▲ 73 ▲ 15.1

118 8893

過去５ 年間の
増減数（率）

～

56歳 60歳

以上51歳

115 96

▲ 130

▲ 56
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　１　勤務時間

（注）　勤務課所によっては、始業、終業、週休日等が異なる場合があります。

　２　休暇

１年につき２０日（前年の繰越日数の上限２０日のため最
高４０日）

病気休暇 負傷又は疾病のための療養する
必要がある場合

・公務災害、通勤災害の場合は必要とみとめられる期
　間

・結核性疾患については１年、その他の負傷又は疫病
　については、９０日を超えない範囲で必要と認めら
　れる期間

年次有給休暇 一の年ごとにおける休暇

１週間の
勤務時間

１日の
勤務時間

８時３０分３８時間４５分 ７時間４５分

始業

特別休暇

１７時１５分

有
給
休
暇

選挙権の行使、結婚、出産、交通
機関の事故その他の特別な事由
により、職員が勤務しないことが相
当である場合
　　主な休暇
　　　　公民権の行使、産前
　　　　休暇、産後休暇、忌引
　　　　結婚休暇、ボランティ
　　　　ア休暇、子の看護休暇
　　　　など

無
給
休
暇

負傷、疾病又は老齢により２週間
以上にわたり日常生活を営むの
に支障があるものの介護をする場
合

一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内におい
て必要と認められる期間

公民権の行使
　必要と認められる期間

産前休暇
　８週間以内に出産する予定の女性職員が申し出した
　場合に出産の日まで

産後休暇
　出産の日の翌日から８週間

忌引
　父母の場合７日など

結婚休暇
　連続する５日以内

子の看護
　５日以内

介護休暇

種類

週休日

１時間 土・日曜日

休憩時間終業

取得可能日数等休暇の概要、取得要件等
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況
　１　分限処分（平成２２年度）

１　地方公務員法に基づき分限処分に付された者の状況を示しています。

２　２以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

　２　懲戒処分（平成２２年度）

１　地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況を示しています。

２　２以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

５　職員の服務の状況
　１　年次有給休暇の取得状況（平成２２年１月～平成２２年１２月）

　２　育児休業等の取得状況（平成２２年４月～平成２３年３月）

　（１）育児休業の取得状況

　（２）介護休暇の取得状況

（注）

（注）

女性男性

前年度から引き続き取得した者

女性

0 17

0 14

介護休暇取得者 0 1

区分

新たに取得した者

平均取得日数 平均消化率

10.7日 27.6％

男性

全職員

-                 3                  

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

2                 

合計 3                 -                 -                 

-                 -                 

-                 -                  

-                 1                  

-                 2                  

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

1                 -                 -                 

法令に違反した場合 -                 -                 -                 

37          

処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計

合計 -          -          

-           

失職した場合 -          -          -          -          -           

刑事事件に関し起訴された場合 -          -          

-           

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

-          -          -          -          -           

職に必要な適格性を欠く場合 -          -          

37          

勤務成績が良くない場合 -          -          -          -          

合計免職

-          -          

休職 降給

37        

-          -          

-          

-           

心身の故障の場合 -          -          37        -          

処分事由 降任
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
　１　研修の状況　（平成２２年度）

（１）一般研修

（２）派遣研修

（３）職場研修

（４）自主研修

　２　勤務成績の評定の状況

通年各職場で管理監督者が日常業務を通じて指導職場研修（OJT）

5日本電信電話ユーザ協会

その他 7

地区コンクール（１日）、県コンクール（１日）

ＰＦＩ（２日間）、人事管理（１日）、建築工事（５日間）、工事監理（３
日間）

９月、１０月

５月～２月

派遣先

人事評価研修

愛媛県町村会 管理職（１日）

課長級（２日間）、係長級（４日間）、中堅職員（５日間）
ステージアップ【問題解決、政策立案、協働型政策立案、政策形
成、マネジメント能力、プレゼンテーション、ファシリテーション、問
題解決能力、生活者満足度向上、コーチング】（２～３日間）
土木職員（３日間×２回）、財政運営（３日間）、メンタルヘルス（２
日間）、危機管理（２日間）

愛媛県研修所

新規採用
職員研修

５月～１月日本経営協会
公金徴収（２日間）、臨時職員任用管理（２日間）、分限・懲戒処
分（２日間）、公文書管理（２日間）

4

4 ８月～１月国際文化アカデミー

水道事業の経営管理（４日間）、固定資産税課税（１０日間）、財
政運営（１０日間）、市町村税徴収（１０日間）、議会事務（８日
間）、法令事務（１０日間）、循環と共生の環境づくり（８日間）、農
山漁村活性化（４日間）、男女共同参画（４日間）

愛媛県人権協会

国土交通省
四国地方整備局

品確法（１日）、道路管理（５日間）、道路技術（４日間）、用地専
門（５日間）、まちづくり（５日間）

5 ４月～１１月

６月～３月市町村アカデミー

学習する組織づくり（３日間）、住民と考えるまちづくり（４日間）、
女性リーダー（４日間）、障害のある人の自立支援（４日間）

3 １月管理職（１日）

9

2 １０月

７月～２月40

人数 時期研修名（期間）

６月

評価のバラツキ対策 135 ２月
管理職

評価面談の進め方 154

１２月

法制執務研修 所属長推薦者 法令文の表現と新規条例の立案演習 28 １月

パソコン研修 セキュリティ担当 OpenOfficeの基本操作 50

９月

メンタルヘルス研修 所属長 うつ病の現状と基礎知識、管理職の役割 77 １１月

コミュニケーション研修 主事・主事補級 コミュニケーション能力の習得 95

クレーム対応研修 全職員（公募） 応対マナーと具体的クレーム対応策 33

公務員倫理研修 係長級以下 モラル・倫理意識の向上 351

前期（４日間）

危機管理

ごみ資源化

14

11

行財政、法規、人権、文書、接遇、視察

災害時対応、救急救命講習

容器包装プラスチック選別実習

職務意見発表、課題演習後期（２日間）

時期

４月

８月

８月

１月

６月

６月

Ｈ22.4.1任用者

　平成２２年度に人事評価制度検討委員会を立ち上げ、目指すべき職員像の実現に向けた人材育成型の評価制度
を構築しました。勤務態度や職務能力について、自己評価・評価者面談・一次、二次評価を行い、公平、透明、納得
の下で適正配置や昇任昇格に活用します。現在、全職員に対し試行を実施しています。

自主研修 申請（個人、グループ）なし －

人数研修名 対象者 研修内容
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況
　１　福利厚生制度に係る負担状況（平成２２年度）

　２　公務災害等の状況

（１）公務災害の状況　（平成２２年度）

（２）通勤災害の状況　（平成２２年度）

８　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況
平成２２年度における公平委員会への措置要求の状況

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、市の当局により

不適当な措置が執られるできことは要求することができます。

９　職員の不利益処分に関する不服申立ての状況
平成２２年度における公平委員会への不服申立ての状況

　職員は、懲戒その他、その意に反して不利益な処分を受けた場合に、公平委員会に対して、

不服申立てを行うことができます。

平成23年度への
繰越件数

平成22年度中の
終結件数

平成21年度末現在
未処理件数

受理件数 認定件数 公務外件数

平成21年度末
の係属件数

公務外件数 取下件数

取下件数

1

平成22年度中の
要求件数

平成22年度中の
終結件数

平成23年度への
繰越件数

（注）

（注）

受理件数

平成21年度末
の係属件数

平成22年度中の
申立件数

５，０１１千円

１９６，２８１千円

３３，６７９千円

平成22年度末現在
未処理件数

件0

共済組合への負担金 愛媛県市町村職員共済組合

公立学校共済組合愛媛支部〃

愛媛県市町村職員互助会への負担金

認定件数

件 1 件

0 件 0 件

0 件

0 件 0 件 0 件

平成22年度末現在
未処理件数

0 件0 件

0 件

平成21年度末現在
未処理件数

0 件 0 件0 件 0 件

0 件 0 件 0 件 0 件
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